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平成２３年度 出捐金事業実績評価説明書
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●平成２６年度までに営業用トラックによる交通事故死者数及び人身事故件数を次のとおり減少させる。

（a）交通事故死者数を３０８人以下にする。

（b）交通事故による人身事故件数を２０，６００件以下にする。

輸 送 の 安 全 の 確 保 ①

中期目標設定の背景及び理由

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

（１）国では、２００９年３月に『事業用自動車総合安全プラン２００９』を策定し、事業用自動車による交通事故死者数及び人身事故件数を１０年後に半減させる目
標が掲げられた。

（２）これを踏まえ、トラック業界として『トラック事業における総合安全プラン２００９』を策定し、２０１８年度までに飲酒運転をゼロとすること、及び営業用ト
ラックの死者数及び人身事故件数の削減目標を下記のとおり設定した。

中期目標に係る中期事業計画

・被害軽減ブレーキ、後方視野確認装置、呼気吹き込み式アルコールインター
ロックなどのＡＳＶ関連機器、ドライブレコーダーの導入を促進するため助成
等の支援を行う。なお、ＡＳＶ機器の導入支援にあたっては、行政との連携に
配意するとともに、ドライブレコーダーの開発状況を把握し、適時適切に導入
促進対象の見直しを図る。

①ＡＳＶ（先進安全自動車）関連機器及びドライブレコーダーの導入を促
進する。
①ＡＳＶ（先進安全自動車）関連機器及びドライブレコーダーの導入を促
進する。

②トラック運転者の運転技術・マナー及び安全意識の向上を図る。②トラック運転者の運転技術・マナー及び安全意識の向上を図る。

・安全運転研修受講に対し助成を実施する。
・各種媒体による効率的、効果的な啓発、広報活動を実施する。
・トラックドライバーコンテスト等を実施する。

中期目標

区 分
２００８年
実績

２０１３年
目標

２０１８年
目標

交通事故死者数 513人 380人以下 250人以下

人身事故件数 56,295件 43,000件以下 30,000件以下

区 分
２００８年
実績

２０１８年
目標

交通事故死者数 450人 220人以下

人身事故件数 28,838件 15,000件以下

■事業用自動車総合安全プラン２００９ ■トラック事業における総合安全プラン２００９

③事故を分析し、事故の態様に即した対策を検討し、活用を図る。③事故を分析し、事故の態様に即した対策を検討し、活用を図る。

・交通事故分析調査を行い、原因及び対策について検討整理し活用する。

④上記のほか「トラック事業における総合安全プラン２００９」等に基づき
諸対策を推進する。
④上記のほか「トラック事業における総合安全プラン２００９」等に基づき
諸対策を推進する。

■グラフＡ 「交通事故死者数及び件数並びに飲酒事故の推移表」

区 分
２０１４年
目標

交通事故死者数 308人以下
人身事故件数 20,600件以下

■運輸事業振興助成交付金出捐金事業中期計画

中期目標
死者数308人以下

中期目標
人身事故件数
20,600件以下

（件） （件・人）

（３）中期目標は、『トラック事業における総合安全プラン２００９』の目標達成に向け、比例的に毎年度事故件数等を減少させる場合の、平成２６年度（２０１４年
度）までの達成目標である。

警察庁「交通事故統計」

２３年度目標
死者数393人以下

２３年度目標
人身事故件数
24,235件以下

全ト協総合安全プラン目標



輸 送 の 安 全 の 確 保 ①

平成２３年度事業実績の概要

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

Ａ評価委員による総合評価

①ＡＳＶ（先進安全自動車）関連機器及びドライブレコーダーの導入を促
進する。
①ＡＳＶ（先進安全自動車）関連機器及びドライブレコーダーの導入を促
進する。

②トラック運転者の運転技術・マナー及び安全意識の向上を図る。②トラック運転者の運転技術・マナー及び安全意識の向上を図る。

③事故を分析し、事故の態様に即した対策を検討し、活用を図る。③事故を分析し、事故の態様に即した対策を検討し、活用を図る。

④上記のほか「トラック事業における総合安全プラン２００９」等に基づき
諸対策を推進する。
④上記のほか「トラック事業における総合安全プラン２００９」等に基づき
諸対策を推進する。

●特定の研修施設における安全運転研修受講に対し助成を行った。
（受講助成者１，６２０名、助成総額３９百万円）

●飲酒運転防止対策マニュアルの配布、周知を図った。

●「トラックドライバーコンテスト（出場者数１３３名）」を実施するとともに、全国の高
速道路等において路線連盟と「安全共同パトロール」を共同実施し安全指導を行っ
た。（定点指導台数３７，４８０台、通知票発行１，５１９枚）

●事業用貨物自動車の事故実態を交通事故データベースから集計分析し、それ
らの分析事例をもとに事例集を作成し事故防止活動に供した。

●「正しい運転・明るい輸送運動」、「不正改造車を排除する運動」を実施、国の交
通安全運動等に参加するなど総合安全プランに基づき諸対策を実施。

平成２３年度 事業用トラック 死者数 ３８３人（前年比 ▲ ３８人 ９．０％減）
平成２３年度 事業用トラック人身事故件数 ２４，８６０件（前年比 ▲５８７人 ２．３％減）

■グラフＢ 「事業用トラックによる死者数及び人身事故件数の推移」
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警察庁「交通事故統計」

助成事業名 台数・金額

１ドライブレコーダー １１，６６７台

２衝突被害軽減ブレーキ ３，６５９台

３後方視野確認支援装置 ８，５７３台

４ふらつき注意喚起装置、車線逸脱警報 ２，２９７台

５車両横滑り時制動力・駆動力制御装置 ２，２６７台

１～５ 助成総額 ３９０百万円

●新たにアルコールインターロック装置助成を予定したが、国の技術指針公表が
平成２３年度末になったため、平成２３年度は実施せず。



営業用トラック運送事業は、労災事故統計整理上、陸上貨物運送業の一つとされるが、営業用トラックだけを区分して明示することはできず、自家用トラック
に係る分も含まれている。そのため、当面、陸上貨物運送業に係る労災事故の増減をもって、営業用トラックに係る労災事故の状況を判断せざるを得ない。
陸上貨物運送業の労災事故は、長期的には交通事故の大幅な減少により減少傾向にあるが、荷役作業中の事故は減少傾向にあるとは言えないことから、労災事

故原因の多くを占める交通事故防止対策を推進することは必要不可欠であるが、労務管理や健康管理の観点からも労災事故の減少を目標に取り組む必要がある。

労災事故による死者数、死傷者数の減少を図る（ただし当面、自家用トラック等も含まれる労災事故統計整理上の事業分類である「陸上貨物運送業」に係

る死者数、死傷者数の減少を目標とする。なお、今後、営業用トラックに係る労災事故データの把握に努め、当該データ把握が可能となった段階で、明確

な数字目標を設定する。）

輸 送 の 安 全 の 確 保 ②

中期目標設定の背景及び理由

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

中期目標に係る中期事業計画

・事業者が行うＳＡＳ（睡眠時無呼吸症候群）スクリーニング検査に対し支援
を行うとともに、検査結果の効果的な活用を推進する。

・健康管理マニュアル、健康管理手帳の作成配布をはじめ各種媒体等を通じた
効率的、効果的な啓発活動及び支援を行う。

①トラック運転者の高齢化を踏まえ、トラック運転者の健康管理を支援し、平
成２６年度までに、トラック運転者の健康診断による有所見率（グラフＡ参照）
を６０％以下にする。

①トラック運転者の高齢化を踏まえ、トラック運転者の健康管理を支援し、平
成２６年度までに、トラック運転者の健康診断による有所見率（グラフＡ参照）
を６０％以下にする。

②荷役作業等における労災事故防止対策を推進する。②荷役作業等における労災事故防止対策を推進する。

・過労死及び荷役作業等の事故実態、原因等の把握、分析に努める。
・労災事故防止及び安全体制の確立に向けた啓発等の推進を図る。
・長距離運行運転者のための休憩施設であるトラックステーションの運営の効
率化を図りつつ、利用の向上・促進を図る。

中期目標

■グラフＡ 「定期健康診断の有所見率の推移（全産業と運輸交通業）」

厚生労働省「業務上疾病発生状況等調査」
全ト協「トラック運送事業の賃金実態」
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輸 送 の 安 全 の 確 保 ②

平成２３年度事業実績の概要

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

●ＳＡＳスクリーニング検査を受診した１６，３５５人に対し、受診費用の一部（約５
割）を助成した。なお、ＳＡＳ検査の効果を確認するため、検査の結果、ＳＡＳと診断
された場合に治療を受けたか否かに関し、報告を求めることとした。（グラフＢ）

●労災防止セミナー等において、ＳＡＳの啓発を行ったほか、パンフレット「ＳＡＳ精
密検査・治療のそこが知りたいＱ＆Ａ」を作成し配布した。

●トラックドライバーの健康に起因する事故の撲滅を図るとともに、ドライバー自身
による健康管理を効果的に進めるために、生活習慣に係る疾病の基礎知識、生活
習慣の改善、疲労回復のポイント等を分かりやすくまとめた健康管理手帳を作成し
配布した。

●分析のためのデータを整理するため、「トラック運送業の賃金実態」調査や、長
距離運行におけるトラックドライバーの労働時間及び運行実態等の現状、事業者
の改善基準告示遵守に向けた取り組み、近年の労働環境に対する意向等を調査
分析し編纂した。

●厚生労働省・国土交通省の後援の下で、荷主各業種に係る主要専門誌に対し
て広告を掲載したほか、「トラック事業者のための労働法のポイント」を作成配布し
啓発に努めた。また、労災防止セミナーを全国３３カ所で開催し、延べ３，６４５名の
参加があった。

●景気の低迷に伴い、営業用トラックの輸送トン数は減少傾向にあるが、ＴＳへの
立寄台数は、輸送量の減少に比べ微減に留まっている（次項グラフＤ参照）。 ＴＳ
の管理運営を行う（公財）貨物自動車運送事業振興センターに対し、改修等経費
として４８８，１６３千円の寄付を行った。平成２３年度には、トラックステーションガイ
ドブックを刷新（１０万部）し、各ＴＳ等に配備し利用の向上・促進に努めた。

●老朽化の進む施設の改修・補修を進め、２３年度には１３１件の改修工事と１６８
件の軽微な補修工事を実施し、より利用者が使いやすく快適な施設となるよう、利
用の向上・促進に努めた。

①トラック運転者の高齢化を踏まえ、トラック運転者の健康管理を支援し、
平成２６年度までに、トラック運転者の健康診断による有所見率を６０％
以下にする。

①トラック運転者の高齢化を踏まえ、トラック運転者の健康管理を支援し、
平成２６年度までに、トラック運転者の健康診断による有所見率を６０％
以下にする。

②荷役作業等における労災事故防止対策を推進する。②荷役作業等における労災事故防止対策を推進する。

■グラフＣ 「陸上貨物運送事業における労働災害発生状況の推移」

※脳・心臓疾患等による過労死等の認定件数は７５件と、前年から１０件増加し、業種別では引き続
き最多となった。

（人）

厚生労働省（報道発表）「平成２３年の死亡災害・重大災害発生状況等について」

196

148

122

154
129

●各施設の利用状況を踏まえ、現地テナント等の連絡を密に取り、営業時間の見直
し等運営の効率化を図った。また、テナントの創意工夫（食堂施設の提供メニュー
や各設備の利用料金の工夫等）による利用率の向上を目指した。

（人）

■グラフＢ 「ＳＡＳスクリーニング検査助成事業（全都道府県）の申請状況推移」

年 度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

事業所 ９２７ ８０９ １，２６４ １，１０４ ９４８

申請者 ４３，６９２ ２９，４１０ ２６，３３０ ２２，０６９ １６，３５５

前年比 ３１，８５６ ▲１４，２８２ ▲３，０８０ ▲４，２６１ ▲５，７１４
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輸 送 の 安 全 の 確 保 ②
（公社）全日本トラック協会

平成23年度出捐金事業評価書

Ｂ評価委員による総合評価

【ＴＳ利用台数・人数】台・人 【輸送トン数】百万トン

■グラフＤ 「ＴＳトラック立寄台数と福祉施設利用者数及び事業用トラックの輸送トン数推移」

国土交通省「自動車輸送統計調査」
（公財）貨物自動車運送事業振興センター「ＴＳ年度別トラック立寄台数と福祉施設利用者数」

※トラックステーションの概要

（公社）全日本トラック協会による計画に基づ
き、（公財）貨物自動車運送事業振興センターが
建設・管理・運営する施設。事業用トラック専用
の休憩施設として、輸送の安全確保と運転者の労
働環境改善に寄与している。
全国４０カ所にあるトラックステーションは、

主要国道に整備されており、平成２３年度には、
年間２３５万台のトラックが立ち寄り、福祉施設
の利用者数は１４０万人を数える（右記）。

事業用トラック
専用駐車施設

運転者向け
宿泊施設

運行管理
センター

平成２３年度 労災死亡数 １２９人（前年比 ▲ ２５人 １６．２％減）
平成２３年度 労災死傷者数 １３，５４３人（前年比 ５０３人 ３．９％増）



２０２０年度を目途とした「低炭素社会実行計画」の策定を念頭において、ＣＯ２削減対策に取り組む。但し、現段階では、トラックに係る技術的な動向を見極める必
要もあり、２０２０年度に向けた長期に亘る見通しが立たないことから、当面は２０１０年度を達成目標とした「環境対策中期計画」の達成状況及び「環境自主行動計
画」（２００８～２０１２年度）を踏まえて、平成２３年度中にＣＯ２の削減中期目標として下記の２項目を定める。

（１）ＣＯ２排出原単位で0.139 kg-CO2/ﾄﾝｷﾛ以下とする。 （２）営業用トラックの輸送分担率を８７．６％より向上させる。

※ 政府の明確な方針が示されるまでは、具体的な数値設定ではなく、２３年度に公表された “平成２１年度の数値” を超える改善として設定した。

環 境 の 保 全 ①

中期目標設定の背景及び理由

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

中期目標に係る中期事業計画

・低公害車、アイドリングストップ支援機器及びＥＭＳ等省エネ機器の導入を促進
するため、助成等の支援を行う。なお、低公害車、アイドリングストップ支援機
器及び省エネ機器の開発状況を把握し、適時適切に導入支援対象の見直しを図る。

・低公害車、省エネ機器等の購入を近代化基金融資の対象とするとともに、当該融
資については、一般融資の場合の利子補給率に比べ高い率の利子補給を行う。

①低公害車、アイドリングストップ支援機器及び省エネ機器の導入を促
進する。
①低公害車、アイドリングストップ支援機器及び省エネ機器の導入を促
進する。

②環境対策及び省エネに関する知識の普及及び意識の向上を図る。②環境対策及び省エネに関する知識の普及及び意識の向上を図る。

・低炭素化、省エネ運転に関する情報・知識の普及・啓発を目的として、各種媒体
による効率的、効果的な啓発広報活動を実施する。

中期目標

③環境対策、省エネの促進に向けた調査検討を推進する。③環境対策、省エネの促進に向けた調査検討を推進する。

・環境対策及び省エネを促進する上での課題について整理し、一層の促進に向けた、
調査、検討を進める。

（１）「京都議定書」批准内容 ： 日本２００８年～２０１２年で１９９０年比 ＣＯ２排出６％削減

（２）トラック協会のＣＯ２削減に向けた自主的な取組

区分 １９９０年度 ２０１０年度 目標 ２０１０年度 達成状況

運輸部門 「京都議定書目標達成計画」 ＣＯ２排出量 ２億１，７００万トン ＣＯ２排出量 ２億４，０００～２億４，３００万トン ＣＯ２排出量 ２億３，２００万トン （１，５００万トン）

うち、トラック（営業用、自家用） ＣＯ２排出量 ９，４００万トン －－－
ＣＯ２排出量 ７，９００万トン （▲１，５００万トン）
トラックのＣＯ２削減が運輸部門の目標達成に大きく貢献

『環境対策中期計画（全ト協独自の取組／２００６年度策定）』 参考：『環境自主行動計画』

営業用トラック

基 準 目 標 実 績 基 準 目 標

２００４年度
（平成１６年度）

２０１０年度
（平成２２年度）

２００９年度
（平成２１年度）

２０１０年度
（平成２２年度）

１９９６年度
（平成８年度）

２００８～２０１２年度（平均値）

ＣＯ２排出原単位 0.158kg‐CO2/ﾄﾝｷﾛ 0.137～0.147kg‐CO2/ﾄﾝｷﾛ 0.139kg‐CO2/ﾄﾝｷﾛ 0.131kg‐CO2/ﾄﾝｷﾛ 0.1967kg‐CO2/ﾄﾝｷﾛ
１９９６年度比３０％削減

0.137kg‐CO2/ﾄﾝｷﾛ（▲３０％）

輸送分担率 ８６．１％ ８７～８８％にアップ ８７．６％ ８７．９％ （経団連が推進する取組みに賛同策定）



環 境 の 保 全 ①

平成２３年度事業実績の概要

●｢エコドライブ推進マニュアル」や「エコドライブ実施中」ステッカーを配布し、事業者
やドライバーの取り組みの支援を行った。

●交通エコモ財団が実施する、「エコドライブ活動コンクール」への参加、及びグリー
ン経営認証の取得を推進した。

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

Ａ評価委員による総合評価

①低公害車、アイドリングストップ支援機器及び省エネ機器の導入を促進
する。
①低公害車、アイドリングストップ支援機器及び省エネ機器の導入を促進
する。

②環境対策及び省エネに関する知識の普及及び意識の向上を図る。②環境対策及び省エネに関する知識の普及及び意識の向上を図る。

③環境対策、省エネの促進に向けた調査検討を推進する。③環境対策、省エネの促進に向けた調査検討を推進する。

●電気自動車やＣＮＧトラックに関する情報を入手するとともに、低炭素エネルギーの活
用として、以下の取り組みを行った。

・燃料価格の動向調査を各都道府県トラック協会を通して継続実施する中で、最近の燃
料高騰の動きに対応し、燃料対策小委員会を８月に設置、２月には全国石油商業組合
連合会との意見交換会を開催し、今後の連携を確認した。

・業界としての燃料多様化（エネルギーセキュリティ）を目指し、『ＣＮＧトラック普及推進委
員会』を１月に立ち上げ、普及方策の検討を開始した。

■グラフＢ 営業用トラックのＣＯ２排出量と輸送トンキロの推移

平成２２年度ＣＯ２排出量 0.131kg-CO2/ﾄﾝｷﾛ （平成２３年度目標比 ▲0.008kg-CO2/ﾄﾝｷﾛ ６％減）

助成事業名 台数・金額

１低公害車導入助成 １，２５７台

２ＥＭＳ導入助成 １５，２２５台

３アイドリングストップ支援機器助成
（エアヒーター車載バッテリー式冷房装置等）

１，１８２台

１～３ 助成総額 ４５６百万円

上記導入に係る地方ト協が行う近代化基金融資利子補給に対
する助成（利子補給率１．２％のうち０．４％助成）

８６３千円

注１ ２０１１年度の数値は今秋確定予定（国交省）
注２ ２０１０年度の自家用トラックＣＯ２排出量原単位は0.946kg-CO2/ﾄﾝｷﾛ
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出典： 環境省資料より作成
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ＮＯｘ・ＰＭ法の施行
（2002年10月）

2014年度
目 標

ＮＯｘ・ＰＭ法（※）対象地域内の自動車排ガス測定局におけるＮＯ２、ＳＰＭの環境基準１００％を達成する。

環 境 の 保 全 ②

中期目標設定の背景及び理由

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

中期目標に係る中期事業計画

・最新規制適合車購入を近代化基金融資の対象とするとともに、当該融資に
ついては、一般融資の場合の利子補給率に比べ高い率の利子補給を行う。

最新規制適合車への代替を支援する。最新規制適合車への代替を支援する。

中期目標

低公害車の導入や最新規制適合車への代替を積極的に推進したこと等により、ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域内の自動車排出ガス測定局におるＮＯ２、ＳＰＭ（浮遊粒子物質）の環境基準
は、グラフＡに示すとおり、概ね達成された（２００９年度実績 ＮＯ２:９２.９％、ＳＰＭ：１００％）ことから、今後は、さらに環境基準100％達成を目標とするとしたものである。

■グラフＡ ＮＯ２・ＳＰＭ環境基準達成状況（自動車NOx･PM法の対策地域の自排局）※自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の概要（自動車から排出される窒素酸化物及び
粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法）

■概要
ディーゼル自動車から排出される窒素酸化物(NOx)を抑制することを目的に、平成４
年に関東・関西地方の大都市圏を対象に制定された「自動車NOx法」が元となり、平
成１３年に改正・名称変更。これに伴い、規制対象物質としてＰＭ（粒子状物質）が加
えられ、対象地域として中部圏が追加された。

■対象地域
関東圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の各都県の一部
関西圏：大阪府、兵庫県の両府県の半数以上の市町
中部圏：愛知県の半数以上と三重県の一部の市町

■対象車両
トラック・バス（ディーゼル、ガソリン、LPG）及びディーゼル乗用車並びに特種用途車

■規制内容
NOx、PMの排ガス基準値が定められ、非適合車は、順次、対象地域内に使用の本
拠を置くこと（車検を通すこと）ができなくなる（車種規制）。
なお、本法の車種規制だけでは対象地域外に使用の本拠のある車の流入が阻止で
きず、大気環境の改善効果が期待できないことから、関東地方の一都三県（埼玉県、
千葉県、東京都（島嶼除く）、神奈川県）の全域及び大阪府、兵庫県の一部地域につ
いては各自治体のディーゼル車規制条例により非適合車両の走行が禁止されている
（運行規制）。



環 境 の 保 全 ②

平成２３年度事業実績の概要

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

Ａ評価委員による総合評価

最新規制適合車への代替を支援する。最新規制適合車への代替を支援する。

●ポスト新長期規制適合車への代替を促進するため、対象車両の導入を近代化基金融
資（輸送サービスの改善②経営基盤の強化に詳細記載）の対象とするとともに、当該融資
については、一般融資の場合の利子補給率（０．８％）に比べ、高率の利子補給（１．２％）
を行った。なお、全ト協は都道府県ト協が行う、利子補給率１．２％のうち、０．４％を助成し
た。

平成２２年度の対策地域全体での有効な自動車排ガス測定局数は２０７であった。
このうち、長期的評価による環境基準達成局は198 局（95.7％）となっており、平成
２１ 年度と比較して達成率が２．８ ポイント改善した。

ＮＯ２（二酸化窒素）

平成２２ 年度の対策地域全体での有効な自動車排ガス測定局数は１９７ であっ
た。このうち、長期的評価による環境基準達成局は195 局（99.0％）となっており、
平成２１ 年度と比較して達成率は1 ポイント悪化したが、これは黄砂の影響によ
るものではないかと見られている。

ＳＰＭ（浮遊粒子状物質）

平成２３年度実績は平成２５年２月公表予定。

平成２０年度末 平成２１年度末 平成２２年度末 平成２３年度末

合 計 ８４，０６４ ７５，８１６ ６８，３５５ ８４，１１７

ＮＯｘ代替 ８４，０１１ ７５，７２５ ６８，１８０ ４３，０７６

ポスト新長期 - - - ４０，６５３

低公害車 ５３ ９１ １７５ ３８８

■グラフＢ 「地方近代化基金融資実績（各年度末残高）推移」 単位：百万円

■グラフＣ 「自動車ＮＯｘ・ＰＭ法対象地域内におけるＮＯ２及びＳＰＭの環境基準達成率」

環境省（報道発表）「平成２２年度大気汚染状況について」

適合車ステッカー

排出ガス規制に適合しているクリー
ンな自動車を見分けることができる
ようにするため、環境省・国土交通
省が作成。

東京都条例適合車ステッカー

平成２２年度実績 ＮＯ２ ９５．７％ ＳＰＭ９９．０％ （平成２２年度目標値比 ＮＯ２ １．４％減 ＳＰＭ １．０％増）

全ト協による
利子補給助成

３５４ ３１５ ２９３ ２７０



巡回指導による事業の適正化の充実強化を図る。具体的には、地方適正化実施機関が行う巡回指導結果（※）は、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」、「Ｄ」、「Ｅ」、「その他」

とされるが、中期計画期間中、毎年度、「Ａ」、「Ｂ」の占める割合を２％を超えて増加させ、「Ｃ」、「Ｄ」、「Ｅ」、「その他」の占める割合を２％を超えて減少させ

ることを目標とする。

事 業 適 正 化 ①

中期目標設定の背景及び理由

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

過去の巡回指導結果（右記の推移表参照）及び安全性評価事業
認定（Ｇマーク）事業所数の経年推移を踏まえ、中期目標の設定
を行ったものである。すなわち、平成１５年度から平成２２年度
までの巡回指導結果Ａ，Ｂの増加率は、平均して約１％（平成１
５年度から７年間で７％）であることから、今後は２％を超える
ことを目途とするものである。

区分 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22

Ａ，Ｂ 39.1% 37.3% 38.9% 39.1% 40.4% 42.3% 40.9% 46.1%

Ｃ以下 60.9% 62.7% 61.1% 60.9% 59.6% 57.7% 59.1% 53.9%

Ａ,Ｂ増減 ― -1.8% +1.6% +0.2% +1.3% +1.9% -1.4% +5.2%

H15比増減 ― -1.8% -0.2% +0.0% +1.3% +3.2% +1.8% +7.0%

中期目標に係る中期事業計画

・各種連絡会議を通じて、国、全国適正化実施機関、地方適正化実
施機関との連携の強化を図る。

・適正化事業指導員研修並びに荷主及び事業者に対するコンプライ
アンスの確保に関する啓発を推進する。

平成１５年度以降の巡回指導結果推移表

全国適正化実施機関として、適正化事業が全国的に的
確に遂行されるように地方適正化実施機関を指導すると
ともに、国、地方適正化実施機関との連携強化を図る。

全国適正化実施機関として、適正化事業が全国的に的
確に遂行されるように地方適正化実施機関を指導すると
ともに、国、地方適正化実施機関との連携強化を図る。

中期目標

※適正化実施機関と評価基準の概要

適正化実施機関は、平成２年１２月施行の貨物自動車運送事業法に基づき、トラック運送事業者の遵法意識
の高揚や貨物自動車運送に関する秩序の確立を図る民間の活動機関（国土交通大臣からトラック協会が同機関
として指定されている）。

■全国適正化事業実施機関の事業（貨物自動車運送事業法（以下「法」）第４４条）
①地方適正化事業の円滑実施に係る基本指針の策定、連絡調整及び指導
②適正化事業指導員研修（この研修の受講及び１年間の実務経験により、指導員資格を得て、協会業務とは異
なる立場で指導を行う。）

③輸送秩序の確立に係る啓発・広報

■地方適正化事業実施機関の事業（法第３９条）
①輸送の安全を阻害する行為の防止又は法及び法に基づく命令の遵守に係る指導（巡回指導、パトロール）
②貨物自動車運送事業者以外の者が同運送事業を経営することの防止に係る啓発及び輸送秩序の確立に係る
啓発・広報

③事業者又は荷主からの苦情の処理等

○巡回指導と事業者への総合評価の基準
巡回指導の結果、指導項目の「適」項目の占める割合で評価する。
Ａ：90%以上、Ｂ：80%以上90%未満、Ｃ：70%以上80%未満、Ｄ：60%以上70%未満、Ｅ：60%未満 「その
他」：指導項目１５項目以下

○巡回指導とフォローアップ
総合評価がＤ、Ｅの事業所は、巡回指導から３カ月以内に指導結果のフォローアップを実施する。事業者巡回指導 適正化事業指導員研修
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事 業 適 正 化 ①

平成２３年度事業実績の概要

●全国において、政・労・使等による「貨物自動車運送適正化事業対策
協議会」を開催。地方においても、「地方評議委員会」を開催し、適正化
事業に係る当面の諸課題について意見交換を行い、連携を強化した。

●全国研修や官民合同による地方ブロック単位開催のブロック適正化
事業指導員研修等（※）を通じて、各指導項目における「適」・「否」判定
等に係る問題等について意見交換を行い、評価基準の更なる全国均
一化と指導員のレベルアップを推進した。これにより、適正化事業が的
確に遂行されるよう指導員の評価能力向上の強化に努めた。

※初級研修１回（２３名）、専門研修２回（延べ４２名）、 特別研修２回（延べ２４名）
ステップアップ研修４回（延べ１３５名）、ブロック研修等２３回

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

Ｂ評価委員による総合評価

全国適正化実施機関として、適正化事業が全国的に的
確に遂行されるように地方適正化実施機関を指導するとと
もに、国、地方適正化実施機関との連携強化を図る。

全国適正化実施機関として、適正化事業が全国的に的
確に遂行されるように地方適正化実施機関を指導するとと
もに、国、地方適正化実施機関との連携強化を図る。

適正化事業に係るデータ及び処分件数等の推移

●コンプライアンス確保対策として、①貨物自動車運送事業法等関係
法令の遵守徹底、②不公正取引の是正及び適正運賃収受問題等の推
進、③原価意識及び原価管理の徹底等経営体質の改善、④輸送秩序
を阻害する行為の防止対策の推進の４項目を年間行動計画として策定
し、活動方針を定め、各県ト協と協調して啓発活動を行った。

●「自動車運送事業の監査方針、行政処分基準等の改正」の更なる徹
底を期すため、啓発リーフレットを作成し、巡回指導等を通じ、社会保険
等の適正加入指導及び法令遵守の徹底を図った。

●「事業用自動車総合安全プラン２００９」に基づく法改正により、平成２
３年５月から事業所毎のアルコール検知器設置が義務化された事に伴
い、啓発リーフレットを作成し、事業用自動車の飲酒運転ゼロを訴えた。

■グラフＡ 「適正化巡回指導総合意見評価推移表」 平成１９年度 ～ 平成２３年度

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

巡回指導件数 31,174 31,859 29,436 28,619 28,073

指導項目数 148,164 148,411 139,399 120,396 119,538

全国指導員数 390 400 404 406 413

苦情処理件数 817 815 1,163 1,457 1,657

過積載違反処分数 266 277 138 128 集計中

平成２３年度 目標（Ａ・Ｂ評価割合を対前年度比２％増加） → 実績１．２％増加

全国適正化事業実施機関調査



平成２６年度までに安全性評価事業認定（Gマーク）事業所数を、２１，０００まで増加させる。

事 業 適 正 化 ②

中期目標設定の背景及び理由

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

中期目標に係る中期事業計画

安全性評価事業の事業者及び荷主への一層の浸透を進め、Ｇマーク取得事業者数の増加を図る。安全性評価事業の事業者及び荷主への一層の浸透を進め、Ｇマーク取得事業者数の増加を図る。

中期目標

・制度への理解促進を図るため、会員事業者及び荷主等への説明又は広報の推進を図る。
・認定作業量の増大に対応し、作業の一層の効率化、適正な運営のあり方について検討を進める。
・Ｇマーク取得のインセンティブ拡大に向けて、今後も検討を進める。

※安全性評価事業の概要

■趣旨及び事業開始時期
安全性評価事業は、平成１５年７月より開始された事業で、社団法人全日本トラック協会が貨物自動車運送事業者の安
全性を認定・評価する制度。サービス利用者が、より安全で輸送品質の高い事業者を選択することができる環境整備を
図るため、事業者の安全性を正当に評価・認定・公表するものである（認定事業所はホームページに公表）。

■認定有効期間
認定の有効期間は２年（更新の場合は３～４年）。

■評価基準及び評価方法（右図参照）
申請事業者（営業所単位）から都道府県トラック協会への申請に基づき、全日本トラック協会が「①安全性に対する法
令の遵守状況②事故・違反の状況③安全性に対する取組の積極性」を評価基準に基づき点数化し、『安全性評価委員
会』へ諮問・答申を経て評価決定する。

■認定マーク（Ｇマーク）等
認定された事業者には認定証を授与する。認定マーク、認定ステッカー及び認定ワッペンを交付し、各事業所に配置さ
れた事業用車両への貼付等を許可する。更に、貨物自動車運送事業輸送安全規則に定める行政上の取扱等において種々
のインセンティブを与えている。

①平成１５年度より、適正化事業の一環としてトラック業界全体の安全性向上に寄与するため、トラック事業者の安全に対する取り組みを評価・認定する「貨物自動車運送事業
安全性評価事業」（Ｇマーク制度）を実施している。平成２２年度末現在、全国で１５，１９７事業所（全事業所の１８．１％、保有車両数の３９．５％）が安全性優良事業所に認
定され着実な進展をみている。

②平成１５年度から平成２２年度までの７年間で、認定事業所
数は毎年度平均１，８８１増加している。この増加率で平成
２６年度までの４年間推移した場合、ほぼ達成が可能と見込
まれる認定事業所２１，０００を目標としたものである。

平成１５年度以降の認定事業所数の推移と増減

平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年

認定事業所 ２，０３０ ４，６３２ ６，６６９ ８，２０５ ９，７１２ １１，２７６ １３，１３６ １５，１９７

増 減 － ２，６０２ ２，０３７ １，５３６ １，５０７ １，５６４ １，８５８ ２，０６１

全ト協「荷主向けリーフレット」より抜粋



事 業 適 正 化 ②

平成２３年度事業実績の概要

●制度への理解促進を図るため、事業者への説明会や荷主等の懇談
会を開催。更に一般消費者に対する周知活動としては、効率性の観点
から全国の主要高速道路で利用者数の多いＳＡ・ＰＡに大型ポスターを
掲示するとともに、平成２３年度は、新たに関越自動車道と九州自動車
道のＳＡ・ＰＡで啓発グッズを配布し認知度アップを図った。

●引き続き、事務局内にて作業の効率化、運営のあり方について検討
を行い、作業場のあり方、経費の節約を見直した。

●安全性評価委員会でインセンティブの現状把握と拡大に向けて検討
を行った。

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

Ａ評価委員による総合評価

安全性評価事業の事業者及び荷主への一層の浸透を進
め、Ｇマーク取得事業者数の増加を図る。

安全性評価事業の事業者及び荷主への一層の浸透を進
め、Ｇマーク取得事業者数の増加を図る。
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安全性優良事業所の認定数及び車両数の推移

認定数 車両数

■安全性優良事業所に係るインセンティブ付与

国土交通省

違反点数の消去
通常３年間で消去される違反点数を、違反点数付与後２年間違反点数付与がない場合、
当該違反点数を消去できる。

ＩＴ点呼の導入
対面点呼に代えて、国土交通大臣が定める設置型又は携帯型のカメラを有する機器によ
る営業所間又は営業所と車庫間での点呼が可能となる。

点呼の優遇
２地点間を定時で運行する形態の場合の他営業所における点呼、同一敷地内に所在する
グループ企業間における点呼が承認される。

補助条件の緩和
ＣＮＧトラック等に対する補助について、新車のみ導入については最低車両台数が３台か
ら１台に緩和される。

損保会社 保険料の割引 損害保険会社の一部企業では、運送保険等において独自の保険料割引を適用している。

Ｇマーク
Ｇマーク貼付車両

（認定数） （事業所）

平成２３年度 目標１７，０００認定事業所 → 実績１７，１１５認定事業所（１，９１８増）

全国適正化事業実施機関調査
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全体の相談・苦情 引越事業の相談・苦情 国内居住地移動者数（県内・県間）

中期目標 輸送に関する苦情件数の逓減を図る。この一環として、引越事業について、中期計画期間中に、引越優良事業者制度を構築し、同制度の定着を図る。

輸 送 サ ー ビ ス の 改 善 及 び 向 上 ①

中期目標設定の背景及び理由

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

全日本トラック協会輸送サービス相談室に寄せられる苦情件数は、総体としては減少傾向にあるが、引越事業については、標準引越運送約款に基づく適切な対
応が行われず、トラブルが発生するケースが目立ち増加傾向にある（グラフＡ参照）。このため、引越事業に重点を置いた苦情対応策を推進することにより、苦情
の一層の逓減を図ろうとするものである。
なお、トラック輸送のうち、直接一般消費者に輸送する事業には、宅配事業と引越事業があるが、中小零細企業の多い引越事業については、価格偏重の競争が

激化する中、利用者からの苦情が増えていることから、国土交通省作成の「トラック産業の将来ビジョンに関する中間整理」（平成２３年７月７日）において、
引越事業については、「引越しサービスの『見える化』を図ることにより、市場においてサービス品質により選択される環境を創出し、品質による競争を促進す
るため、優良な引越事業所を客観的に評価する制度を構築する。」とされている。

■グラフＡ 「輸送サービス相談室への相談・苦情件数と居住地移動者の推移（過去５年間）」

相 手 先 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

企 業 １３ ３３ ２４ ２ ２

個 人 １６０ １２３ １００ ９４ １２７

運送事業者 ５０ ４４ ４１ ５４ ２７

消費者センター ９５ ９２ ８４ ７６ ８５

都道府県ト協 １３ ７ １３ ９ １８

中期目標に係る中期事業計画

・輸送相談窓口担当者研修・会議及び輸送相談対応マニュアルの充実強
化を図る。引越管理者講習会修了者数の増加（平成２６年度までに修
了者数１２，０００を目指す。）を図る。

過去５年間の相談・苦情内容相手先の内訳

（件）

①輸送相談体制の充実強化を図る。①輸送相談体制の充実強化を図る。

②苦情が多い引越事業者について、引越優良事業者制度を
構築し、定着を図る。
②苦情が多い引越事業者について、引越優良事業者制度を
構築し、定着を図る。

・利用者が優良な引越事業者を選定できるような引越優良事業者制度を
構築し、事業者の認定を進め、同制度の定着を図る。また、引越優良
事業所認定のインセンティブ拡大に向けて検討を進める。

・引越優良事業者制度の広報を推進する。

（人）

（年度）

総務省「住民基本台帳人口移動報告」
全ト協輸送サービス相談室調査



輸 送 サ ー ビ ス の 改 善 及 び 向 上 ①

平成２３年度事業実績の概要

●全ト協ホームページに「輸送サービス相談」の受付に関するページを設
け、相談を希望する消費者への周知を行い、相談件数、事例の取りまとめ
を行った。

●消費生活センターや（社）消費者専門家会議と交流を持ち、相談に関
する情報交換や知識の増進に努めた。また、引越大手６社を積極的に訪
問し、教育の状況など実態の把握に努めた。

●各都道府県トラック協会の輸送相談担当者を対象とした会議におい
て、輸送相談の現状説明や引越管理者講習（平成２３年度実績３５回、参
加者９９３名）推進の依頼等を行い、積極的な対応を求めた。

①輸送相談体制の充実強化を図る。①輸送相談体制の充実強化を図る。

②苦情が多い引越事業者について、引越優良事業者制度を
構築し、定着を図る。
②苦情が多い引越事業者について、引越優良事業者制度を
構築し、定着を図る。

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

Ｂ評価委員による総合評価

今後の課題

・消費者への標準引越運送約款の周知。苦情を減少するためのツール等の開発。専用電話や録音機の
設置。

・引越管理者講習の受講希望者が速やかに受講できる体制作り。
・引越優良事業者制度については、準備委員会において９月までに制度の骨格を決定し、制度の基準や
運用について具体的な検討に入る。

●引越事業優良認定制度準備委員会を立ち上げ、本年度は３回開催し、
引越優良事業者制度の構築について検討を行った。

●引越優良事業者制度の検討が進む中、引越管理者講習が認定要件と
なる可能性が高いため、専務理事会、引越部会等を通じ会員事業者にも
積極的な受講を呼びかけた。

●引越優良事業者制度の骨格が明確になった段階で広報を行う予定で
ある。

平成２３年度 目標 前年度から苦情件数逓減 → 実績 増加した輸送相談件数（５７件）に含まれる苦情分の抽出作業中

■グラフＢ 「引越管理者講習会受講者数と苦情・相談件数の推移（平成１９年度～平成２３年度）」
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※受講者数には再受講者も含む。

全ト協輸送サービス相談室調査



中期目標 輸送力の確保、輸送価格の抑制等に資するように、情報技術の活用、経営基盤の強化、軽油高騰等経済変動時における効率的、効果的な経営支援を推進する。

輸 送 サ ー ビ ス の 改 善 及 び 向 上 ② － 情 報 技 術 の 活 用 －

中期目標設定の背景及び理由

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

情報技術の進展を踏まえ、各種ＩＴ機器の導入、物流に係る情報システムの開発・利用を促進することは、物流の効率化はもちろん、安全環境対策としても極
めて有効である。トラック運送業界の情報化については、他業界に比べ遅れをとってきたが、近年、パソコンやインターネット等の普及により、トラック運送業
界においても情報化が進み、トラック運送事業者向けのＩＴ関連機器やシステムも本格的に普及し始めている。
しかし、業界の大多数は中小企業で占められており、中にはＩＴに関する知識や人材が不足する傾向もみられ、これらがＩＴの普及促進の課題となっている。

中期目標に係る中期事業計画

・輸送距離計算システム、原価計算システム、ＩＴＳその他の情報システム開発に関する調査
研究をすすめ、実現化に努める。

・ＩＴ機器、ＷＥＢＫＩＴ（求荷求車情報ネットワーク）利用の促進を図るため、研修、啓発
広報活動を推進する。

ＩＴ機器利用促進及び物流の情報システム化を推進する。ＩＴ機器利用促進及び物流の情報システム化を推進する。

■参考 ＷＥＢＫＩＴ（求荷求車情報ネットワーク）の流れ

※各情報システムの概要

■輸送距離計算システム
トラックが走行する拠点間距離を地図上で簡易に算出可能とするシステム。様々な輸送形態に対応して

おり、荷主別・地域別・部門別(自社)・取引額別・納品先別などの視点で、運賃計算結果を分析することが
できるため、輸送コストの削減の一助となる。

■原価計算システム
中小トラック運送事業者が、収支の自己チェックを毎日繰り返すことによりコスト意識を高め、生産性を向

上させていくためのツール。「事業全体／車両単位／取引先・業務単位」毎の原価水準を適切に把握し、
損益管理（モニタリング）や業務改善、荷主交渉に活用する。

■ＩＴＳ「Intelligent Transport Systems」
高度道路交通システム。最先端の情報通信技術を用いて「人・道路・車両」を相互にネットワーク化し、交

通事故、渋滞などといった道路交通問題の解決を目的に構築されている。今後、デジタル地図を利用した
危険予測や災害情報の提供、路上工事マネジメントの充実、荷捌き施設や共同集配システムの構築に活
用が期待される。

■ＷＥＢＫＩＴ（求荷求車情報ネットワーク）
輸送効率向上と環境負荷軽減を図る手段として「帰り荷の確保」「融通配車」「積合せ輸送」を実現する

サービス（右記参照）。平成１６年度のネット対応を契機に、現在は総端末数が約３，０００に拡大。荷物（求
車）情報登録件数が５０万件を突破し、利用件数も大幅に増加している。

全ト協・日本貨物運送協同組合連合会 「ＷＥＢＫＩＴパンフレット」より抜粋
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昭和56年(1981年）パソコンを利用した「システムＫＩＴ」研究開始
平成 3年(1991年）協同組合間の求荷求車情報ネットワーク「ネットワークＫＩＴ事業」開始
平成 6年(1994年）組合事業者がＰＣを利用し直接参加できる「リージョナルＫＩＴ」開始
平成16年(2004年）ブロードバンド化に伴い、インターネット対応の「ＷＥＢＫＩＴ」に改定

昭和56年(1981年）パソコンを利用した「システムＫＩＴ」研究開始
平成 3年(1991年）協同組合間の求荷求車情報ネットワーク「ネットワークＫＩＴ事業」開始
平成 6年(1994年）組合事業者がＰＣを利用し直接参加できる「リージョナルＫＩＴ」開始
平成16年(2004年）ブロードバンド化に伴い、インターネット対応の「ＷＥＢＫＩＴ」に改定

輸 送 サ ー ビ ス の 改 善 及 び 向 上 ② － 情 報 技 術 の 活 用 －

平成２３年度事業実績の概要

●輸送距離計算システムの研究
標準キロ程図の制作では、トラックが走行する拠点間距離を地図上で簡

易に算出可能とする標準キロ程計算システムに関する研究を行った。平
成２４年度も引き続き研究を行う。

●ＩＴＳの促進検討
最先端の情報通信技術による安全で効率的な輸送システムの実現に向

けて、ＩＴＳの促進を検討し、業界として活用可能な各種技術動向等を把
握するとともに、情報提供活動の一環としてＩＴＳ世界会議に出席し、最新
動向を把握した。

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

Ｂ評価委員による総合評価

ＩＴ機器利用促進及び物流の情報システム化を推進する。ＩＴ機器利用促進及び物流の情報システム化を推進する。

●ＷＥＢＫＩＴ事業の効率化と利用促進
ＷＥＢＫＩＴシステムをリニューアル（容量の拡大・クラウド化）し、普及促

進説明会を開催した。説明会は９府県で開催し、３３９人参加があった（グ
ラフＡ及び下図参照）。

●ＩＴ化推進セミナーの開催（グラフＢ）
全国１２カ所（参加人数４３４名）でセミナーを開催し、先進的にＩＴを活用

している事業者の成功事例やＩＴ投資のポイントを紹介するとともに、具体
的な効果や活用方法を提案した。

項 目 平成２３年３月末 平成２４年３月末 増減

参加組合数 １４４ １４７ ＋３

加入事業者数 １，８１７ １，９４７ ＋１３０

端末ＩＤ数 ２，７３３ ２，９８４ ＋２５１

荷物情報登録件数 ６０４，３７４ ６８７，８９２ ＋８３，５１８

■グラフＡ 「ＷＥＢＫＩＴの加入状況と登録件数」 平成３年度 ～ 平成２３年度

地 域 北海道 沖縄 宮崎 熊本 大分 長崎

人 数 １７名 ２４名 １４名 ２２名 ７０名 ３６名

地 域 佐賀 宮城 神奈川 福井 東京 愛媛

人 数 ６２名 ５２名 ４１名 ３４名 ３６名 ２６名

■グラフＢ 「平成２３年度 ＩＴ化推進セミナー開催状況」

（件）

ＩＴ化推進セミナー（佐賀）

全ト協・日本貨物運送協同組合連合会調査

ＩＴ化の啓発とＷＥＢＫＩＴの普及啓発及び利用促進は順調に進められているが、具体的な情報のシステム化については、検討が進
められているものの、特に見るべき成果が見られるに至っていない。



中期目標 輸送力の確保、輸送価格の抑制等に資するように、情報技術の活用、経営基盤の強化、軽油高騰等経済変動時における効率的、効果的な経営支援を推進する。

輸 送 サ ー ビ ス の 改 善 及 び 向 上 ② － 経 営 基 盤 の 強 化 －

中期目標設定の背景及び理由

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

（１）経営の基盤となる運輸事業用施設・設備の整備を資金面から支援し、その強化を図ることは、輸送コストの抑制等の観点から重要であり、引き続き、商工
中金に必要な預託を行い、低利かつ固定で長期な近代化基金融資（※）を継続実施する必要がある。

（２）労災保険料は事業種別ごとに定められ、労災保険に係る収支状況により３年に１度改定される。営業用トラック運送事業は、「貨物取扱事業」の一つとさ
れる。「貨物取扱事業」には、営業用トラックによる貨物取扱事業以外に、営業用トラック以外の自動車によるもの、鉄道によるもの、さらには船舶によ
るもの（船員保険に係る制度改正に伴い平成２２年１月１日から貨物取扱事業に含む。）も含まれる。貨物取扱事業の労災保険料率は、死傷者数の減少に
伴って低減傾向（グラフＡ参照）にあり、これを一層進めようとするものである。

中期目標に係る中期事業計画

・大規模施設・設備整備のための長期かつ低利の近代化基金融資を確保するた
めに、商工中金に必要額を預託するとともに、同融資に係る利子補給を行う。

①資金融通を支援する。①資金融通を支援する。

■グラフＡ 「最近の貨物取扱事業」係る労災保険関係指標の推移」 平成１７～２１年度

・トラック運転者の雇用状況、雇用上の問題点、必要な対策について調査検
討を進める。

・検討結果に基づき必要な措置を執る。

②優秀なトラック運転者の確保対策を推進する。②優秀なトラック運転者の確保対策を推進する。

・輸送の安全の確保対策、事業適正化対策と連携して、労災保険収支の改善
により、労災保険料率の低減を図り、経営基盤の強化を進める。

③労災保険料率の低減を図る。③労災保険料率の低減を図る。

区 分 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

労災保険料率 15/1000 13/1000 13/1000 13/1000 11/1000
死亡災害者数 245 198 196 148 122
死傷災害者数 13,208 13,402 13,427 14,691 12,794
新規受給者数 27,901 27,700 29,566 34,858 29,796

新規年金受給者数 461 453 433 413 375
保険料収納額A 61,350 60,624 69,091 76,753 62,308

支出総額B 66,250 66,548 66,933 69,296 66,785
収支A‐B ‐4,900 ‐5,924 ＋2,158 ＋7,147 ‐4,477

厚生労働省「労働災害統計」

※近代化基金融資の概要

全ト協と都道府県ト協が一定額を商工中金に「近代化基金」として預託し利子補給することにより、
会員事業者が低利かつ固定で長期の融資を一律に受けることができる融資制度。
車両の購入（最新排ガス規制適合車の購入等）、物流施設の整備、荷役機械の購入、さらには激甚災

害を受けた場合の経営安定等に利用され、トラック運送事業の近代化、合理化、輸送力の増強を通じ、
地域経済発展ならびに国民経済の安定に寄与している。

■中央近代化基金融資（全ト協）
①１億円以上の大規模設備（配送センター等の物流施設）資金融資
②激甚災害融資

■地方近代化基金融資（都道府県ト協）
①１億円未満の設備資金融資（車両・輸送機器等）
②最新排ガス規制適合車購入資金融資
③低公害車・省エネ関連機器購入融資
④最低車両台数（５台）割れ事業者に対する特別増車融資



輸 送 サ ー ビ ス の 改 善 及 び 向 上 ② － 経 営 基 盤 の 強 化 －

平成２３年度事業実績の概要

経営基盤の強化に向けて、近代化基金融資は引き続き一定の役割を果たすとともに、これまでの業界をあげた安全・適正化対策
の推進の結果、労災保険料率の低減として結実し、目標に向かって極めて順調に進んでいるといえる。しかし、優秀なトラック運
転者確保のための有効な対策については、なお検討課題が残った。

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

Ｂ評価委員による総合評価

①資金融通を支援する。①資金融通を支援する。

②優秀なトラック運転者の確保対策を推進する。②優秀なトラック運転者の確保対策を推進する。

③労災保険料率の低減を図る。③労災保険料率の低減を図る。

●中央近代化基金融資及び利子補給事業（グラフＢ）
トラック運送業の近代化と合理化を促進するため、中央近代化基金融資（１億円以上

の大規模設備資金融資等）を行い、利子補給（２５８百万円）を実施した。

●地方近代化基金融資に係る利子補給助成事業（グラフＣ）
保有車両台数を５両以上に増車する事業者に対する地方近代化基金融資（特別増車

融資）に係る利子補給助成（７３９千円）を実施した。

●平成２３年１１月実施の「運転者の採用等に係るアンケート結果」を基に、中型免許制
度への対応として、普通自動車免許の要件緩和に向け要請活動を展開した。

●業界をあげて安全・適正化対策を講じてきた成果として、厚生労働省は平成２３年１２
月、２４年４月以降３年間の労災保険料率を決定し、トラック運送事業が該当する貨物取
扱事業の保険料率が、１１／１０００から９／１０００に引き下げられた。この結果、業界全
体で年間約１２０億円の負担軽減になるものと推計される。

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

年間融資実績 ６６ ３５ ５９ ３３

年度末融資残高 ３３５ ３０２ ２８４ ２５１

利子補給額 ３３２ ３０２ ２６８ ２５８

■グラフＢ 「中央近代化基金融資に係る一般融資実績及び利子補補給実績」

単位：億円（利子補給額は百万円）

■グラフＣ 「地方近代化基金融資（特別増車融資）利子補給実績推移」
単位：千円

■参考２ 「近代化基金融資種類別の貸付利率と利子補給率一覧」

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

特別増車 １，３３０ １，０７６ ７５８ ７３９

融資の種類 貸付利率 利子補給率
うち

全ト協助成利率

一般融資

長期プライムレート
（平成２３年度末１．３５％）
（平成２２年度末１．６０％）

０．８％ －

ポスト新長期規制適合車
購入融資

１．２％ ０．４％

低公害車・省エネ関連機器
購入融資

１．２％ ０．４％

特別増車融資 １．６％ ０．８％

激甚災害融資
（運転資金も対象）

０．８％ -



中期目標 輸送力の確保、輸送価格の抑制等に資するように、情報技術の活用、経営基盤の強化、軽油高騰等経済変動時における効率的、効果的な経営支援を推進する。

輸 送 サ ー ビ ス の 改 善 及 び 向 上 ② － 経 営 支 援 －

中期目標設定の背景及び理由

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

激甚災害、軽油価格高騰、及び急激な景気の悪化等経済変動時においては、トラック輸送産業の公共性を踏まえ、連鎖倒産等を防止し、国民生活の安定確保のた
めに必要な輸送力の確保を目的として、経営支援を行うことは極めて重要である。

中期目標に係る中期事業計画

・激甚災害、軽油高騰及び急激な景気の悪化等の経済変動に対応し
て、激甚災害近代化基金融資や資金融通の円滑化のためのセーフ
ティネットに係る保証協会保証料の助成等必要な措置を執る。

資金融通を支援する。資金融通を支援する。

※全ト協が実施する経済変動時における主な経営支援

■激甚災害近代化基金融資
国民生活に著しい影響を与える大規模な地震や台風等（激甚災害）が発生した場合、「激甚災害に対処するた

めの特別の財政援助等に関する法律」に基づき、政令で激甚災害が指定される。
このような災害によって、事務所もしくは主要な事業用資産について全壊、半壊、その他これらに準ずる被害

を受ける等、大幅に経営環境が悪化した会員事業者に対し、通常の近代化基金融資とは別に、融資及び利子補給
を行う制度。設備資金だけではなく運転資金に対しても利用できることが特徴である。

■信用保証制度と信用保証協会保証料助成
中小企業が金融機関から融資を受ける際、信用保証協会が保証料をとって債務保証する制度。事業者の資金繰

り悪化や倒産等により返済が滞った場合、信用保証協会が金融機関に肩代わり返済(代位弁済)を行う。信用保証
協会には国や自治体から一定の補助金が出されており、これが代位弁済の原資となっている。
なお、信用保証協会は昭和２８年（１９５３年）制定の信用保証協会法に基づいて設立される公益法人であ

り、各都道府県及び横浜・川崎・名古屋・岐阜・大阪の各市に計５２法人が設けられている。
全ト協では、会員事業者が中小企業信用保険法に基づくセーフティネット保証融資制度、都道府県等の自治体

によるセーフティネット制度融資、国が定める「災害関係保証」（東日本大震災関係）または「東日本大震災復
興緊急保証」に伴う資金繰り支援等を目的とした融資制度を利用する際、都道府県ト協を通じて、信用保証協会
の当該制度利用に係る保証料の一部を助成している。

■参考１ 信用保証制度の仕組みフロー図

信用保証協会サイトより転載 http://hosyokyokai-hyogo.or.jp/

区分 根拠法 保証協会の保証限度額 保証料率

①セーフティネット保証
（平成２０年軽油高騰時制定）

中小企業信用保険法第２条第４項
無担保８，０００万円
最大で２億８，０００万円
一般保証とは別枠利用可能。

各信用保証協
会で定める率

②東日本大震災復興緊急保証
（東日本大震災時制定）

東日本大震災に対処するための特別の
財政援助及び助成に関する法律

無担保８，０００万円
最大で２億８，０００万円
一般保証、①③とは別枠利用可能。

同上

③災害関係保証
（同上）

激甚災害に対処するための特別の財政
援助等に関する法律

無担保８，０００万円
最大で２億８，０００万円
一般保証とは別枠利用可能。

同上

■参考２ 信用保証制度の区分と保証料限度額・保証料率

※各制度の対象者 ①業況が悪化していると認定された業種の事業者等
②東日本大震災により直接又は間接的に被害を受けた中小事業者
③東日本大震災により直接的に被害を受けた中小事業者



輸 送 サ ー ビ ス の 改 善 及 び 向 上 ② － 経 営 支 援 －

平成２３年度事業実績の概要

東日本大震災に伴う経済変動に対応して、激甚災害融資や保証協会保証料助成をはじめ、被災事業者の復旧再建のために助成
を行う被災地域の都道府県トラック協会に対し助成を行うなど、可能な限り最大限の対応が行われたといえる。

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

Ｂ評価委員による総合評価

資金融通を支援する。資金融通を支援する。

●激甚災害融資（グラフＡ）
平成２３年３月１１日に発生した「東日本大震災」と「平成２３年台風第１２号」（８

月２９日から９月７日までの間の暴風雨及び豪雨による災害）で被害を受けた事
業者の経営安定確保に資するため、近代化基金融資による利子補給事業を
行った。合わせて１５７件、５，７８８百万円の融資を推薦、利子補給を行った。

●融資保証に関する支援（グラフＢ）
「①セーフティ保証」に係る保証協会保証料を負担する事業者に対して、都道

府県ト協を通じて、１件１０万円を限度に都道府県ト協助成額の２分の１を助成し
た。
東日本大震災により、直接又は間接的な被害を受けた事業者の経営の安定、

再建を支援するため、「②東日本大震災復興緊急保証」及び「③災害関係保証」
を受ける事業者が負担する保証料に対して、都道府県ト協を通じて、１件２０万円
を限度に、都道府県ト協助成額の２分の１を助成した。なお、全ト協の保証料助
成では合計１，６６８件、１４４百万円の実績であった。

●東日本大震災災害対策支援助成金
東日本大震災により、事業者の被災規模が大きかった都道府県ト協が行う、災

害対策（被災車両の代替、損壊又は滅失した建物・設備・備品等の整備復旧、
再建に係る事業）支援助成を実施した。なお、北海道、青森、岩手、宮城、福島
の５県のトラック協会に対し、合計２７２百万円の助成を行った。

●放射線量計の無償貸出
福島原子力発電所事故に係る警戒区域等に輸送する事業者のために線量計

の無償貸出を行った。

区分 公募額
申込 推薦

件数 金額 件数 金額

東日本大震災 １０，０００ １６０ ５，８２９ １５５ ５，７１２

台風１２号 ５００ ２ ７６ ２ ７６

合 計 １０，５００ １６２ ５，９０５ １５７ ５，７８８

■グラフＡ 「第３５回中央近代化基金激甚災害融資 推薦内訳」 単位：百万円

※利子補給率 激甚：年０．８％

■グラフＢ 「全ト協助成信用保証料実績と経済指標（実質ＧＤＰ成長率）の変動推移」

保証料（千円）

内閣府「国民経済計算（ＧＤＰ統計）」
全ト協経営改善事業部調査
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東日本大震災を踏まえた緊急輸送体制の見直しを行い、中

期計画期間中にできるだけ早く緊急輸送体制の確立を図る。

災 害 時 緊 急 輸 送 体 制 の 整 備

中期目標設定の背景及び理由

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

これまでの緊急輸送体制については、このたびの東日本大震災時の
緊急輸送において、様々な問題点が浮き彫りになったところである。
そこで、東日本大震災時における緊急輸送の経験を踏まえて、国、

地方公共団体及び各都道府県トラック協会と連携して、緊急輸送時の
問題点の抽出を行い、改善点を整理して、その結果を現行の緊急輸送
業務実施要綱の見直しに反映させ、緊急輸送体制の確立を図る必要が
ある。
例えば、官民連携体制、緊急輸送車両の燃料の優先確保手段、緊急

物資を一時集積所から被災者まで的確・迅速に届けるための物流専門
家の派遣等について検討する必要がある。

中期目標に係る中期事業計画

・平成２３年度中に東日本大震災発生時に執られた緊急輸送体制の課題、問題点
等を整理し、平成２４年度までに緊急輸送業務実施要綱の見直し等を行う。

・中期計画期間中にできるだけ早く災害時緊急輸送体制を確立する。

国、地方公共団体、都道府県トラック協会と連携して緊急輸送体制
の見直しを行い、体制の確立を図る。
国、地方公共団体、都道府県トラック協会と連携して緊急輸送体制
の見直しを行い、体制の確立を図る。

中期目標

参考１ 東日本大震災 トラックによる政府（国）の緊急物資輸送について（右記参照）
災害発生（H23.3.11）からH23.5.9までの累計

参考２ 延べ配送先地点数

参考３ 輸送手配台数

輸送先 宮城県 福島県 岩手県 茨城県 その他 合計

延べ数 793 646 538 40 15 2,032

国による緊急輸送 1,925台

都道府県による緊急輸送 8,702台



①物流専門家登録状況の把握
全ト協として、各地方ト協と地方自治体との緊急・救援輸送協定における物流専門家の派遣に関する規定、

専門家の登録状況を把握する。
②代替施設の選定
全ト協が被災した場合を想定し、代替施設を事前に選定しておく必要がある。

③民間の燃料備蓄、インタンクの整備について
今後、関係者で課題について検討する必要がある。

④各種規制等の弾力的運用
災害状況に応じて必要な対応を遅滞なく実施できるよう、現行の障害となる規制項目について整理し、災

害状況に応じた段階的な緩和策を取りまとめる。
⑤緊急・救援輸送に関する官民協定（地方自治体と都道府県ト協）
協定未締結の県においては、内容を充実し、早期に締結を図ること。

⑥各都道府県ト協の会館又は防災センターの設備
資金の裏付けも含めて計画的に検討する必要がある。

⑦緊急時を想定した情報伝達方法、輸送方法等の点検（チェック）実施
全ト協と都道府県ト協において、点検・訓練を定期的に実施することを独自に検討する。

災 害 時 緊 急 輸 送 体 制 の 整 備

平成２３年度事業実績の概要

（公社）全日本トラック協会
平成23年度出捐金事業評価書

Ｂ評価委員による総合評価

今後の課題
（新要綱に基づき緊急救援輸送業務を行う上で、今後明確化すべき事項）

国、地方公共団体、都道府県トラック協会と連携して緊急輸送体
制の見直しを行い、体制の確立を図る。
国、地方公共団体、都道府県トラック協会と連携して緊急輸送体
制の見直しを行い、体制の確立を図る。

●新たに、各都道府県トラック協会において、末端避難所等への物資手
配、輸送方法を定めておくことを要綱に明記した。

●国土交通省が主催する「災害に強い物流システム協議会」の検討結果
（右上段）を要綱見直しに反映させた。

●緊急救援体制の確立のため、今後明確化すべき事項を整理した。

改正前 改正後

国・都道府県の要請 国の要請 都道府県の要請

国
↓

全ト協
↓

ブロック・都道府県ト協
↓

輸送事業者

物資集積所・各避難所

国
↓

全ト協

輸送事業者
↓

物資集積所
↓

各避難所

都道府県・市町村
↓

都道府県ト協

輸送事業者
↓

物資集積所
↓

各避難所

（注）東日本大震災では改正後の体制で緊急輸送を行っている

■国土交通省「災害に強い物流システム協議会」検討結果【平成２４年３月９日】

①民間物資拠点をあらかじめリストアップ
公共施設等の物資拠点に加え、民間の物流施設の活用を可能とするため、民間物資拠点をあらかじめリス

トアップする。

②官民の連携、協力体制の構築
都府県の災害対策本部におけるオペレーションや物資拠点の運営に物流専門家（物流事業者）が参画する。

③官民の協力協定の締結・充実の推進
輸送に関することのほか、都府県の災害対策本部への物流専門家の派遣、物資の保管、物流拠点の運営等

に関する事項を協定に盛り込むなど充実を推進する。

●東日本大震災時の緊急物資輸送の経験を踏まえ、緊急・救援輸送業
務実施要綱の見直しを行った（下図参照）。

都
道
府
県
・
市
町
村

緊急・救援輸送業務要綱の見直しが行われたが、要綱に基づく具体的な運用体制には課題が残っている。


